
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　操舵輪駆動部によって方向を変えられる操舵輪と、固定輪とを備えた移動体の操舵角制
御装置において、
　移動体にあらかじめ設定された基準点に関して、仮想的ガイド線あるいは物理的ガイド
線に対する移動体の相対的な位置を計測する位置計測手段と、
　前記基準点に関して、仮想的ガイド線あるいは物理的ガイド線に対する移動体の姿勢角
を計測する姿勢角計測手段と、
　前記操舵輪の操舵角を計測する操舵角計測手段と、
　あらかじめ記憶されている移動体の 車輪配置情報と、前記位置計
測手段、前記姿勢角計測手段、前記操舵角計測手段の出力とから、操舵角速度指令値を算
出し、前記操舵輪駆動部に出力する制御部とを備え、
　前記制御部は、移動体の位置目標値と位置計測値とから算出される位置偏差に基づいて
姿勢角指令値を出力する第１の演算部と、前記姿勢角指令値と姿勢角計測値とから算出さ
れる移動体の姿勢角偏差と前記車輪配置情報とに基づいて操舵角指令値を出力する第２の
演算部と、前記操舵角指令値と操舵角計測値とから算出される移動体の操舵角偏差に基づ
いて操舵角速度指令値を出力する第３の演算部とを 含むことを特徴
とする操舵角制御装置。
【請求項２】
請求項１記載の操舵角制御装置において、前記姿勢角計測手段として、所定の間隔をおい
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て設置され、前記物理的ガイド線との間の位置偏差を検出するためのガイド線検出器を２
つ備え、これら２つのガイド線検出器によって検出された２つの位置偏差値と前記間隔と
から姿勢角を算出することを特徴とする操舵角制御装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、操舵輪と固定輪とを備えた無人搬送車の操舵輪に対する操舵角制御装置に関す
る。
【０００２】
【従来の技術】
近年、製造業においては自動化が進んでおり、その生産ラインには無人搬送車に組立て部
品を搭載して自動走行させ、組立て部品を所望の目的地まで搬送する自動搬送システムが
採用されている。
【０００３】
このような自動搬送システムにおける無人搬送車の誘導方式には、ガイド方式とガイドレ
ス方式と呼ばれるものがある。代表的なガイド方式には電磁誘導方式があり、ガイドレス
方式にはレーザ誘導方式がある。
【０００４】
以下、図５に示すような車輪配置（１つの操舵輪４１、２つの固定輪４４）の移動体を例
に、それぞれの誘導方式に適用されている代表的な操舵角制御方式を説明する。なお、こ
こで移動体を代表する点として、２つの固定輪４４の中間位置を定義し、以下「基準点」
と呼ぶ。
【０００５】
［ガイド方式における操舵角制御］
ガイド方式は、移動体の走行路を床面に敷設されたガイド線４０で物理的に定義し、移動
体の現在位置とガイド線４０との位置偏差の大きさに応じて操舵角を制御するものである
。この場合の操舵角制御方式としてスイングアーム方式が広く使われている。
【０００６】
スイングアーム方式の操舵角制御方式は、操舵輪４１の操舵軸に取り付けられたスイング
アーム４２の先端が、常にガイド線４０上を移動するように操舵角を制御する方式であり
、スイングアーム４２の先端にはガイド線４０との位置偏差を検出するためのガイド線検
出器４３が取り付けられている。この他、操舵輪４１の位置偏差を計測する手段と、操舵
輪４１の操舵角αを計測する操舵角センサとを備えている。操舵輪４１の位置偏差を計測
する手段、操舵角センサはいずれも周知であるが、操舵角センサは、例えば操舵輪に取付
けられたエンコーダで実現される。また、位置偏差を計測する手段について言えば、次の
ような手段が用いられている。床面に、ガイド線４０に沿って間隔をおいて複数のターゲ
ットを埋設しておく。これらのターゲットは位置が既知であるので、このターゲットを検
出することで操舵輪４１の現在位置を計測し、この現在位置のガイド線４０からのずれを
操舵輪位置偏差として算出する。一方、後で述べる仮想的なガイド線である場合には、Ｇ
ＰＳによるナビゲーション装置を使用したものが知られている。
【０００７】
図６は、図５におけるガイド線４０と操舵輪４１及びガイド線検出器４３の関係を拡大し
て示した図である。図６では、ガイド線４０からの操舵輪４１のずれを操舵輪位置偏差ｅ

w  、操舵角指令値α r  と操舵角計測値α m  との差を操舵角偏差α e  、ガイド線４０からの
ガイド線検出器４３のずれを位置偏差ｅ p  として示している。スイングアーム４２の長さ
はＬである。
【０００８】
この制御系は、図７に示されるように、演算部５１を含み、操舵輪４１のガイド線横断方
向の位置制御ループと、その内側にあって演算部５２を含む操舵角制御ループとから構成
されている。演算部５１は、操舵輪位置偏差ｅ w  を受けて操舵角指令値α r  を出力する。
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演算部５２は、操舵角指令値α r  と操舵角計測値α m  との差である操舵角偏差α e  を受け
て操舵角速度指令値α r vを出力する。操舵角速度指令値α r vは、図示しない操舵モータを
駆動するためのアンプを含む駆動部に出力される。
【０００９】
以上の制御は、以下の数１に基づいている。
【００１０】
【数１】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００１１】
この操舵角制御方式は、操舵輪４１がガイド線４０上を移動するように操舵角を制御する
ことを目的としたものである。ガイド線４０に対する操舵輪位置偏差ｅ w  に応じた操舵角
指令値α r  は、スイングアーム４２の長さＬで決定される。さらに、その操舵角指令値α

r  と実際の操舵角計測値α m  との操舵角偏差α e  に応じた操舵角速度指令値α r vは、ガイ
ド線検出器４３から出力されるガイド線４０とガイド線検出器４３との位置偏差ｅ p  によ
って決定される。
【００１２】
操舵角αの制御を、操舵輪４１のガイド線横断方向の位置制御としてみた場合、操舵輪位
置偏差ｅ w  が小さく線形近似が可能とすると、操舵角制御はガイド線横断方向での操舵輪
４１の速度制御、操舵角速度制御はガイド線横断方向での操舵輪４１の加速度制御と見な
すことができる。ただし、ここでの速度および加速度は時間に対する微分値ではなく、操
舵輪４１のガイド線接線方向の移動距離に対する微分値である。
【００１３】
このスイングアーム制御方式の操舵角制御を、車体の位置制御として解析すると以下のよ
うになる。初期条件として操舵輪４１がガイド線４０上にあり、基準点がガイド線４０か
らはずれた位置にあるとする。理想的スイングアーム方式操舵角制御により操舵輪４１が
ガイド線４０上を誤差なく移動するとすると、基準点の軌跡は以下の数２で近似される。
【００１４】
【数２】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
ただし、ｖは移動速度である。
【００１５】
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この式（２）は、スイングアーム方式の操舵角制御では、位置誤差を修正する時の基準点
（車体）の軌跡は、移動体のホイールベースＨに依存することを示している。これは、ス
イングアーム方式の操舵角制御での制御対象が操舵輪位置であり、車体位置を制御しよう
としていないために発生する特性である。
【００１６】
そのほか曲線走行時には、基準点の軌跡が操舵輪４１よりも曲線路内側に入り込む内輪差
が生じ、このときの大きさはホイールベースＨに依存する特性を持っている。
【００１７】
［ガイドレス方式における操舵角制御］
次に、代表的なガイドレス方式には、レーザ誘導方式がある。このレーザ誘導方式でのガ
イド線の定義は、ガイド式のように床面に物理的に設定されるものではなく、仮想的なも
のである。
【００１８】
しかし、ガイドレス方式での一般的な操舵角制御も、基本的にガイド方式のスイングアー
ム方式と同等で、操舵輪が仮想的なガイド線上を移動するように操舵角を制御している。
この場合、操舵角指令値は仮想的なガイド線に対する操舵輪の位置偏差に応じて決定し、
さらに操舵角速度指令値は操舵角指令値と実際の操舵角計測値との角度偏差に応じて決定
するものである。これを制御系としてみた場合、上記のスイングアーム方式と同等となる
。
【００１９】
以下、ここでは、このガイドレス方式およびスイングアーム方式による操舵角制御方式を
総称して操舵輪位置制御型操舵角制御方式と呼ぶ。
【００２０】
【発明が解決しようとする課題】
無人搬送車のような荷物の搬送を目的とした移動体では、移載時の車体の位置決め精度が
重要である。これらの移動体上の荷物位置は必ずしも操舵輪付近ではなく、特に無人フォ
ークリフトでは荷物の位置が操舵輪の位置から大きく離れた固定輪付近にある。このよう
な移動体の場合、従来の操舵輪位置を制御するような操舵輪位置制御型操舵角制御方式で
は、以下の問題点を生じる。
【００２１】
曲線路を走行した場合に内輪差によって後輪（荷物）が内側に入り込む。その結果、カー
ブ中はガイド線に対する車体位置の誤差が大きくなり、実用上、カーブ中での移載は不可
能であった。さらに、短距離での位置修正性能に限界があるため、カーブ出口での位置誤
差の修正に長い走行距離が必要で、その間においても移載精度の確保が困難であった。
【００２２】
一方、同一走行路上を車輪配置の異なる複数の移動体が走行する場合、単に各移動体の操
舵輪が同一ガイド線上をトレースするだけでは、基準点（車体）の軌跡は各移動体で異な
ったものとなる。このため、基準点が同一走行路上を移動するようにするためには、移動
体の種類に応じて複数のガイド線を敷設したり、仮想的なガイド線を定義するために移動
のためのデータを作成する必要が生じるなど、実用上問題点が多い。
【００２３】
そこで、本発明の課題は、無人搬送車に代表される、あらかじめ定められた物理的な経路
あるいは仮想的な経路上を走る移動体に適用される操舵角制御装置であって、車輪配置に
関係なく、自由な制御性能を実現することのできる操舵角制御装置を提供することにある
。
【００２４】
【課題を解決するための手段】
　本発明は、操舵輪駆動部によって方向を変えられる操舵輪と、固定輪とを備えた移動体
の操舵角制御装置において、移動体にあらかじめ設定された基準点に関して、仮想的ガイ
ド線あるいは物理的ガイド線に対する移動体の相対的な位置を計測する位置計測手段と、
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前記基準点に関して、仮想的ガイド線あるいは物理的ガイド線に対する移動体の姿勢角を
計測する姿勢角計測手段と、前記操舵輪の操舵角を計測する操舵角計測手段と、あらかじ
め記憶されている移動体の 車輪配置情報と、前記位置計測手段、前
記姿勢角計測手段、前記操舵角計測手段の出力とから、操舵角速度指令値を算出し、前記
操舵輪駆動部に出力する制御部とを備え、前記制御部は、移動体の位置目標値と位置計測
値とから算出される位置偏差に基づいて姿勢角指令値を出力する第１の演算部と、前記姿
勢角指令値と姿勢角計測値とから算出される移動体の姿勢角偏差と前記車輪配置情報とに
基づいて操舵角指令値を出力する第２の演算部と、前記操舵角指令値と操舵角計測値とか
ら算出される移動体の操舵角偏差に基づいて操舵角速度指令値を出力する第３の演算部と
を 含むことを特徴とする。
【００２５】
前記姿勢角計測手段はまた、所定の間隔をおいて設置され、前記物理的ガイド線との間の
位置偏差を検出するためのガイド線検出器を２つ備えることにより、これら２つのガイド
線検出器によって検出された２つの位置偏差値と前記間隔とから姿勢角を算出することに
より実現できる。
【００２６】
【発明の実施の形態】
本発明が適用される移動体は、図３に示すような車輪配置（１つの操舵輪３１、２つの固
定輪３２）でモデル化できる移動体である。このモデルに該当する移動体としては、１つ
以上の固定輪と１つの操舵輪を持つシングルステアの移動体、２つの操舵輪が必ず逆相に
動作するカウンターステアの移動体、２つの操舵輪が独立に動作するツインステアの移動
体などがある。
【００２７】
従来の操舵輪位置制御型操舵角制御方式が操舵輪の位置を制御しようとしていたのに対し
て、本発明の操舵角制御装置は移動体の位置と向き（姿勢角θ）を制御しようとするもの
である。ここでは図２に示す移動体モデルを例にその方法を説明する。
【００２８】
いま、制御しようとする移動体位置を代表する点として、２つの固定輪２２の中間位置を
用い、以下この点を基準点と呼ぶこととする。また、移動体の向き（姿勢角θ）は固定輪
２２の移動方向と同一の方向として定義する。
【００２９】
本発明による操舵角制御装置は、計測手段として、従来と同様に、基準点に関してガイド
線２０に対する移動体の相対的な位置を計測する位置計測手段と、基準点に関してガイド
線２０に対する移動体の姿勢角θを計測する姿勢角計測手段と、操舵輪２１の操舵角を計
測する操舵角センサとを備えている。なお、姿勢角計測手段には、周知のジャイロセンサ
を用いることができる。このような計測手段は、仮想的なガイド線の場合も同様である。
このような計測手段に加えて、あらかじめ記憶されている移動体の車輪配置情報と、位置
計測手段、姿勢角計測手段、操舵角センサの出力とから、操舵角速度指令値を算出し、操
舵輪の駆動部に出力する制御部を備えている。
【００３０】
図１は、本発明による操舵角制御装置の主要部の構成を示している。本操舵角制御装置に
おいては、移動体の位置目標値と移動体の位置計測値との差が、基準点のガイド線２０に
対する横断方向位置偏差として算出される。位置制御演算部１１は、横断方向位置偏差に
応じて姿勢角指令値（目標とするガイド線２０に対する車体の向き）を決定する。次に、
姿勢角指令値と現在の姿勢角計測値との差が、姿勢角偏差として算出される。姿勢制御演
算部１２には、移動体毎の車輪配置情報として、図５で説明したホイールベースＨがあら
かじめ記憶されている。姿勢制御演算部１２は、ホイールベースＨと姿勢角偏差に応じて
操舵角指令値を決定する。更に、操舵角指令値と現在の操舵角計測値の差が、操舵角偏差
として算出される。操舵角制御演算部１３は、操舵角偏差に応じて操舵角速度指令値を決
定する。この操舵角速度指令値を操舵モータ用駆動アンプに出力することによって、操舵
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モータを駆動し、操舵角を変更する。
【００３１】
この操舵角制御を車体の位置制御として解析すると、姿勢角θや操舵角αが小さく線形近
似可能とした場合、以下のようになる。
【００３２】
姿勢角の次元は、基準点のガイド線横断方向の位置をガイド線接線方向の移動量で微分し
た値（以下、横断方向移動速度と呼ぶ）と等価となる。姿勢角と横断方向移動速度との関
数は、車体寸法によらず固定である。
【００３３】
操舵角の次元は、横断方向移動速度をガイド線接線方向の移動量で微分した値（以下、横
断方向移動加速度と呼ぶ）と等価となる。操舵角と横断方向移動加速度との関数は車体寸
法によって変化する。操舵角速度の次元は、横断方向移動加速度をガイド線接線方向の移
動量で微分した値（以下、横断方向移動加加速度と呼ぶ）と等価となる。異なるホイール
ベースを持つ２つの移動体の特性を比較すると、操舵角の操作量に対する横断方向移動加
速度の値と、操舵角速度の操作量に対する横断方向移動加加速度が異なっている。
【００３４】
従って、姿勢角制御演算部１２の制御ゲインＧ２と操舵角制御演算部１３の制御ゲインＧ
３を、ホイールベースＨの差に反比例させることなどによって、移動体によって異なる車
輪配置条件によらず基準点の軌跡や制御特性を同一とすることができる。
【００３５】
これは以下の数３で表すことができる。
【００３６】
【数３】
　
　
　
　
　
　
　
　
ただし、ｒは、図２に示されるように、移動体が運動する時に、基準点位置に生ずる曲率
半径である。
【００３７】
また、本操舵角制御装置は、基準点がガイド線上を移動するように制御するので、曲線路
を走行するときも内輪差により、基準点が曲線内側に入り込むようなことは無い。
【００３８】
更に、従来の操舵輪位置制御型操舵角制御方式では、基準点の位置制御ゲインが結果とし
てホイールベースＨにより決まっていたが、本制御装置では、位置制御演算部１１の制御
ゲインＧ１を自由に調整することができ、位置偏差を修正するのに必要な走行距離を任意
に設定することができる。
【００３９】
上記の操舵角制御装置が適用可能な位置計測手段の要件は、物理的あるいは仮想的なガイ
ド線に対する移動体の位置と向き（姿勢角）が計測可能であれば良い。従って、平面内で
の絶対的な移動体の位置と向きが計測可能な、レーザ誘導に代表されるようなガイドレス
方式だけでなく、ガイド線に対する相対的な移動体の位置と向きのみ計測可能な図４のよ
うなガイド方式にも適用可能である。
【００４０】
図４において、このガイド方式では、移動体に間隔Ｄ d  をおいて２つのガイド線検出器４
３ａ、４３ｂが備えられ、それぞれ位置偏差ｅ f  、ｅ b  が計測される。この場合、姿勢角
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θは以下の式で算出される。
【００４１】
θ＝ｔａｎ - 1｛（ｅ f  ＋ｅ b  ）／Ｄ d  ｝
したがって、２つのガイド線検出器４３ａ、４３ｂが姿勢角計測手段を兼ねていることに
なる。
【００４２】
なお、本発明は、無人搬送車、無人フォークリフト、無人ダンプトラック等に適用可能で
ある。
【００４３】
【発明の効果】
本発明においては、移動体の制御特性が、車輪配置（ホイールベース）の影響を受けるこ
となく自由に設定可能で、特に従来の操舵輪位置制御型操舵角制御方式に比べて短い走行
距離での位置修正が可能である。
【００４４】
曲線路を定義する場合、従来の操舵輪位置制御型操舵角制御方式ではガイド線が操舵輪位
置を定義するものであるため、内輪差のために移動体が曲線路の内側に入り込んでいたの
に対して、本制御装置では移動体がガイド線上を移動するよう制御され、曲線路出口での
停止位置精度が高くなる。これによって、無人搬送車においては、位置精度が悪く移載が
不可能であった曲線路出口付近や曲線路内での移載が可能となった。
【００４５】
同一ガイド線上に、異なる車輪配置を持つ移動体を走行させた場合、従来の操舵輪位置制
御型操舵角制御方式では基準点の軌跡が移動体によって異なっていたのに対して、本制御
装置では車輪配置の影響を受けることなく同一軌跡とすることができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明による移動体の操舵角制御装置の主要部の構成を示したブロック図である
。
【図２】本発明が適用される移動体の概略構成を示した図である。
【図３】本発明が適用される移動体モデルについて説明するための図である。
【図４】本発明が適用される移動体の他の例の概略構成を示した図である。
【図５】従来の操舵角制御装置を説明するために移動体の概略構成を示す図である。
【図６】図５におけるガイド線と操舵輪及びガイド線検出器の関係を拡大して示した図で
ある。
【図７】従来の操舵角制御装置の主要部の構成を示したブロック図である。
【符号の説明】
２０、３０、４０　　ガイド線
２１、３１、４１　　操舵輪
２２、３２、４４　　固定輪
４２　　スイングアーム
４３、４３ａ、４３ｂ　　ガイド線検出器
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】

【 図 ４ 】

【 図 ５ 】

【 図 ６ 】

(8) JP 3846828 B2 2006.11.15



【 図 ７ 】
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